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企 業 税 制 と 動 学 的 要 素 需 要 ’

浜 田 文 雅

はじめに 

理論モデル 

企業の動学的最適イ匕 

必要条件の経済学的意味 
企業税制と労働日数短縮の効果 

結論にかえて

1. は じ め に

この小論は，設備投資減税• 労働日数短縮減税という企業税制の下における，企業の生産要素の 

動学的需要決定メカニズムの理論的研究の中間報告をまとめたものである。物的生産活動をする企 

業は，生産物• 生産要素市場の情報と企業をとりまく制度的な諸条件を勘案して生産t十画を立案し， 

実行するものであると考えられる。このような企業は，自己の生産する生産物の産出量の将来にお 

ける値を計画し，その実現に必要な設備投資• 新規労働雇用• 労働日数•労働時間などを決定しな 

けれぱならない。

とりわけ，設備投資計画. 新規雇用計画は，一度それが実施に移されると，その変更はかなり大

きなコストをともなうため極めて慎重な計画• 立案を必要とするであろう。設備投資行動の理論の

最近の癸展は，設備投資の生産能力化にともなう調整コストを無視しては考えられないことを明ら
( 1)

かにした。特に，本間他（1984) は，調整コストの重要性を企業税制との関係において明示した理 

論の発展に貢献した。

この小論は，基本的には本間他（1984) の提示した理論にもとづき，設備投資決定とともに労働 

の新規雇用者数および労働日数決定のメカニズムを検討し，これらの3 つの変量の大きさが企業の 

内部調整コストを通じて調整される関係が分析される。

さらに，rife業の生産要素需要を政策的に変化させて，労働雇用者数を増加させる政策手段として 

の労働日数短縮減税の効果について筆者は予てより検討してきた。ここでは，この効果を理論的な

* 筆者は丸山徹. 神谷伝造. 大山道広. 長名寛明. 川又邦雄• 小尾恵一郎. 尾崎厳.小野崎保の各氏のコメントに謝意を 

表する。言うまでもなく，残された誤譲はすべて筆者が負うものである。

注〔1 ) ルーカス（1967),グールド（1968),宇沢（1969),吉川 (1980),本間他（1984)などを見よ。
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梓組みの中で明確に捉えることを試みた。その結果，労働日数短縮減税が労働日数短縮と労働雇用 

者数の増加をもたらすメカニズムが明らかにされた。

第2 節では，最近の内部調整コストをともなう動学的要素需要の理論的梓組みに，労働の新規雇 

用 • 労働日数の変化を陽表的に導入した動学的要素需要の理論モデルを提示する。第3 節では，動 

学的最適化の必要条件の導出がおこなわれ，第4 節ではこれらの必要条件の経済学的意味が検討さ 

れる。第5 節は，さきに述べた企業税制と労働日数短縮の効果が図解によって示され，第6 節には 

簡単な結論と残された問題が指摘されている。

2. 理論モデル

この節では，企業の動学的最適化による設備投資. 新規労働雇用•労働日数の決定を含む内部時 

衡モデルの枠組みを示すことにしよう。ここでは労働時間は外生的であり，労働日数が内生的に決 

定されると考えている。単純化のために，以下の4 つの基本的前提をおくことにする。すなわち，

U)生産物• 生産要素市場は完全競争的である。 企業の生産• 投資計画の期間は無眼大である。® 

設備投資• 新規労働雇用および労働日数の変更は，それぞれの内部調整コストを生じる。そして(iv) 

企業は，計画期間における税引き後のキャッシュ•インフローの現在価値の極大化を目的として行 

動する。以上の基本的な前提の下での企業行動の理論モデルを以下において提示することにしよう。

はじめに，このモデルに含まれる諸変数および主要なバラメタの記号法を明示しておく。

>法号 

0 

C 

C 

< 

記 

 ̂

/ 

T 

 ̂

X

V

f 期における税引後のキャッシュ•インフローの予想値 

す期における産出量 

t 期における生産物純価格

/ 期における労働雇用者1人 1 日当りの貨幣賃金率

t 期における労働雇用者1人当りの労働日数，以下すベてr t 期における」を略す。 

労働雇用者数 

割引率

設備投資財の価格 

実質設備投資額 

法人税額

労働の新規雇用者数 

等質的な延労働日数

労働雇用者1人当りの労働日数の短縮日数0= - Uty)

—— 2 (54め ——



DEPKO :過去におこなわれた設備投資に対して計画期間中におこなわれる減価償却の現在価値 

総額

計画期間においておこなわれる設備投資に対する減価償却額の現在価値総額 

雇用者の退職率

計® 期間における設備投資額1 円当りの減価償却額現在価値総額の法人税控除額 

設備投資資金の外部からの調達比率 

法人税率

有形固定資産の除却額の法人税控除率（損金算入率）

有形固定資産の除却率

労働日数短縮に対する法人税控除率（日短減税率）

設備投資に対する法人税控除率 

変量y の変量" に関する偏導関数（=3173")

企業税制と動学的要素需要

DEP2a)

5 

Z 

ろ

T

6 

8

g

f

時間に関するY の相対的変化率(=- dt V)
上記の記号法を用いて，以下にこのモデルの理論的な枠組みを示すことにしよう。企業が計画期 

間の任意の#期において得られるであろうと予想する税引き後のキャッシュ• インフロー/7 ( 0 は, 

つぎのように言き表わされる。すなわち，

C1) n ひ) = Q(J)paO - w(f)h(f)1X0 - bKOpiWKXt) -  TC(f)

上式の右辺第1項は粗付加価値額，第2項は賃金支払額，第3 項は設備投資額，そして第4項は法

人税額である。言うまでもなく，一つの単純化として，投資•生産の計画期間を無限大にとること
C2)

にすると，時間変数/ はゼロから無限大までを変域としている。

企業の生産技術はつぎの生産関数によって制約されていると想定しよう。すなわち，

( 2 )  Qa)ニ QIMO, m u t ) ,  KOh Kt), m ) , TjCt) ; ; り( 0  = — 紅り

上の生産関数において，等質的な延労働日数丄* は労働者数U 0 と労働日数K t )の 1次同次

関数であると仮定されている。つまり，労働者数と労働日数が同時に比例的に変化するとそれによ
(3)

って得られる労働用役量は同じ割合で変化する。労働用役とともに生産力をもつもう一つの生産要 

素は資本設備用役を供給する資本設備ストックK (J)である。ここでは単純化のためにKXX) は等 

質的な資本であると仮定する。伝統的な生産の理論にしたがって，これら2 つの生産要素の吸界生 

産力は適減的である。すなわち，

注 （2 ) 外部資金の借入額はその返済を考えると，計画期間中に元利合計の現在価値総額が相殺されるために，このキャッ 

シュ . インフロ一に加えていない。

( 3 ) この仮定は単純化のためである。言うまでもなく，労働日数は1年365日という制約があり，さらに日数の増加は 

限界労働用役の適減をもたらす可能があるであろう。

3 (547)



仏 *>0 ; Ql*l*<0 ; Qk >0 ; Qick く0 

さらに，ム* ^ > 0 ;がム <0 ; L*ft>0;

である。さらに，生産関数〔2 )は1；̂ iV(り，/ (り，iiC G )お よ び り (りに関して1次同次であると仮 

定する。ここに，添字は偏導関数を表わしている。

新規雇用者数は，少なくとも労働力となるために若千の調整費用を必要とすることが想定される。, 

新規労働雇用者は，既存の労働雇用者L Q )と資本設備ストックK(f) の助けを借りて生産の場に 

おいて実習を受ける。この場合，既存の労働力は資本設備とともに一時的に生産活動から離れて実 

習としての生産活動に投入されることになる。このような生産力の生産活動からの一時的な脱落は 

1 X 0お よ び そ し て K 0 の一時的な減少と見做すことができる。それは，これらの生産要素 

のマイナスの限界生産力であると考えられよう。新規労働雇用者数が1人増加するとき，既存労働' 

者数および資本設備が単位期間に生産工程において何単位だけ一時的に減少して実習に振り向けら 

れるかを計算することによって，新規雇用者数N d ) の内部調整コストを求めることができるであ 

ろぅ。

新規雇用者1人の増加によってその実習のために生産活動から離脱する既存労働雇用数をLn, 

労働日数をんV ,資本設備単位数をK n で表わすとしよう。言うまでもなく，これらの相当量は 

一時的に生産プロセスから引上げられることになるから，新規雇用者1人の増加による生産の減少 

分 と し て の は ，つぎのように* き表わされるであろう。すなわち，

( 3 ) Qn ニ一 + + <0

(4)
容易に分かるように，Z jv jv>0 ,んVJV〉0 およびKnn く 0 であれぱQnn くG である。

生産関数（2 )における設備投資KS) の内部調整コストについても同様の想定をすることがで 

る。すなわち，設備投資1単位の増加によってその据え付け作業に必要な既存の労働雇用者数を 

L i , 労働日数をh i , 資本設備の単位数（およびこの作業の間稼働停止となる資本設備の単位数）を Kr 

で表わすとしよう。したがって，新規設備投資1単位の増加による生産減少分Q x は，つぎのよ 

うに表わされる。すなわち，

(4  ) Qi = — {QL*CL*L'Li+L*h'hO + QK*Kj} <0

この場合も容易に分かるように，丄7 7 > 0 ,み/ / > 0 および/ であれぱ，0 /7 < 0 である。

生産プロセスの変化におけるもう 一 '̂ 3̂の内部調整コストについて述べることにしよう。雇用者1 

人当りの労働日数の垣縮を実施するためには，生産プロセスの細部にわたっての変更が必要になる

「三田学会雑誌」79卷6号 （1987年2月、

注 〔4 ) このことは，新規雇用者数とその現場トレーニングに必要な既雇用者および既存の資本設備ストックとの間にある 

インプリシットな技術的制約条件が存在することを想定していることになるであろう。L, ii：を一定としてiV■を増加 

させると，■̂vに必要な丄，i f の拘束によって，生産に投入されるi：, ii：の部分が減少し，その結果として生産が減少. 

することになるであろう。この制約は生産関数（2 )に既に合まれているのである。
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であろう。労働日数の短縮が当期に実施されるとすると，その調整のために既存労働雇用者が一時 

的に生産ラインから離れるであろう。この職場離脱は労働日数の短縮規模が大きいほど規模が大き 

くなると仮定しよう。同様にして，労働日数の短縮規模が大きいほど生産プロセスの調整には長い 

日数を要し，そのために各生産要素の稼働日数が実質的に短縮されると仮定する。単位期間当りの 

タ働日数の短縮1 日当りの調整のために生産ラインから引上げられる既存労働者数を丄7,減少する 

労働日数をh。, 資本設備単位数をKりで表わすことにしよう。そうすると，労働日数の短縮によ 

って生じる内部調整の限界コストとしての生産の減少分Q ,は，つぎのように表わされる。すなわ 

ち，

( 5 )  Q,= -{QL<L*L-L,+L*n»hv) + QKKv}<0

ここに， =  一hひ) > 0 であり，容 易 に /?1?7>0およひICti"く0 であれは，©7ぺ 0 で 

あることが分かるであろう。したがって，新規雇用•新規設備投資および労働日数の短縮による内 

部調整コストの合計を/ r o ) で表わすと，

( 5 ) ITW  =  一 {Qn-NCO+ Qi-KO+ Q"•"な)、>0

上式は，生産関数（2 )の 1次同次性の前提から明らかであり，内部調整コストがこの企業の産出物 

の単位で測られていることは言うまでもない。生産関数の最後の変数は中立的技術進歩を想定して 

導入されている。

つぎに，法人所得税の決定について述べることにする。法人所得税の決定式は以下のように書き 

まわされる。すなわち，

( 6 ) TCXO= パ QO) PO) -  uKt) hCt) U t) -  DEP1- DEP20：) -  rC O bM K Q ) 

—ddpiCOKC.O +gwdt)LQ')TjQ') —fpidOKO}

ここに，T は法人所得税率，タは固定資本減耗額課税控除率，/ は設備投資減税率である。びは日

短減税控除率とでも呼ぶぺきものであり，企業が労働日数をみひ）だけ短縮すると，その短縮日数

X 1 日当り賃金率X雇用者数に相当する金額のg という割合を法人企業の課税対象所得から控除す

るという言わぱnegative t a x の一種である。労働日数短縮減税額はで•gr.w;ひ) ZXOiyのである。
. (5)

すでに述べたように，rjCf) ニ一 K O > Q であることに留意しよう。（6 )の右辺の課税対象所得から

控除される最後の項目は，計画期間の各期における減価償却予定額の現在価値額であり，これは過

去の投資額に対する減価償却額で今後に残されている分の現在価値額と，これからおこな

われる投資額への今後の減価償却額の現在価値D E P 2(J)である。それらは以下のように表わされ

る。すなわち，

企業税制と動学的要素需要

注 （5 ) ここでは労働日数短縮へのnegative t a x について述べたけれども，これを単位期間当りの労働時間数に読み換 

えることもできる。しかし，この小論ではインプリシゲトに1 日当り労働時間をある一定値に固定したことになる。

--- 5 (5 4 P )-----
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( 7 ) Z)五P 1 = ^。j_m_ZXs, X)ihC^s)Ks)dse_T: dx = — 定

( 8 )  DEP2C0 D(_x—t, t)e-T:dxih(/)I(it)

ョ2'A(り/ (0  ; 2'ニ-- ■定

ここに，Z )U a O は過去のs期におこなわれた設備投資に対するa;期の減価償却率である。また， 

ZKa;—ん《)は，《期において予想されるa;期の減価償却率である。（8 )では結局

DCx — t, Oe~'̂ ^dx=z'

としているから， f 期首における計画立案においては2'は今後一定不変であると仮定することを

意味している。これは些か強い仮定ではあるけれども，企業の長期計画の動学化における単純化と
( 6 )

しては止むを得ないことである。

つぎに，労働雇用者数および資本設備ストックの変化の定義式と労働日数変化の定義式がそれぞ 

れ以下のように言き表わされる。すなわち，

( 9 )  Z (0 = M 0 - s L C 0

(10)

(11) ーム 0)=り(/)

( 9 )は労働雇用者の純増加が新規雇用者数iV(りから同期の退職者数sUt) を差し引いた数に等し 

いことを示している。（10)は資本設備ストックの純変化が当期の設備投資/(/)から設備減耗によ 

る更新投資相当額5K Q )を差し引いた値に等しいことを* き表わしたものである。（11)について 

はすでに述べたので，ここではこのような一種の変数変換の定義式であることだけを付記しておく

3 . 企業の動学的最適化

以上の（1 )〜a i ) の基本的な関係式によって企業の動学的な生産計画のための諸変数間の関係 

または制約が明らかになったのであるから，これら11本の方程式を用いて，動学的な生産計画の最 

適化の手続きを分析することにしよう。企業の最適化は，計画期間の期首において，（1)で表わさ 

れるようなキャッシュ• インフローの予想値n it) のゼロ期から無限大の期の各期の値の現在俯 

値の総額を最大化することであると考えることにしよう。この場合の初期条件および各期におけろ 

制約は（9), (10)および（11)によって表わされている。したがって，この企業の最適化は以下のよ 

うな式によって* き表わされるであろう。すなわち，

注 （6 ) このような仮定は. ジョルゲンソン他（1967),林〔1982),本間正明他〔1984)などでも用いられている。

—— 6 ( 5 5 0 ) ——



(12) Max.シ nCt)e-T饥

S. t. L(/) ニ NCO — sLCO, Z»(0) =  Lo

KCO= / (り- ,  KCO)= Ko 

一み(/) = りひ)，h(ff) = ho.

ここに，Lo, K oおよびkoはそれぞれ期首における労働雇用者数，資本設備ストックおよび労働
( 7)

日数の初期値であり，（12)による企業の動学的最適化計画の策定における初期の制約条件である。

( 1 )に（6), (7 ) ,  ( 8 )および（1のを代入して整理することによって，77(りはつぎのように*  

き換えられる。すなわち，

(13) 77(0 = (1—0  {©(り/> ひ）一 り/?ひ) iX/)}

+Tbf") ihO：) —pi(J)Kt)(1—rf—z)

+TdpiCf)dKQO + てgw(J)7]な)IXt) ； z=T2̂

ここに，（? ( / )は（2 )によって生産関数が定義されているので，（12)に（13)を代入して（2 )を考慮

すると，（12)は初期条件ム),iToおよびhoが与えられたときの動学的な最適化の問題であり，こ
( 8 )

れを解くために，ポントリヤーギンの最大値原理を利用する。

まずハミノレトニアンがをつぎのように言き表わす。すなわち，

(14) H=e-Ti [ 7 7 a t ) , Ktx KCO,りひ) ’ KO)

+/Il{NCO~sLCO} [Kt)一ろK(_ty\ +i?A^(0]

(14)を用いて，企業の動学的最適化の必要条件を求め，これらを整理してつぎのように表わすこと 

ができる。すなわち，

企業税制と動学的要素需要

(15)

(16)

(17)

(18)

(19)

(20)

- - '̂

ハ .XK—piCO (1—rf—z)
— ~K O C l- r)一 "  

一 一一X O ( l- r )

Ql [ n — wCOKO L rg 1
K f)+ s-m  い+1-r  れパ KO+S-贿

_  Qk <_n A  K l—zf—z) (K O +5—^t(O) — T(^KO+05)} 
r ( / ) + 5 —ん(り z p(^t)( 1 —t )  { r(jf) +  5 —^ ( / ) }

里 piO - m ')}] K 0 - ^ ( 0

注 （7 ) 期末の制約条件については後述する。

( 8 ) 最大値原理については，ミルズ（1984),村田（1977)等を見よ。
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ここに，；Il, X kおよびはそれぞれ労働雇用者数，資本設備ストックおよび労働日数のシャド 

一 • プライスである。また，を0 ) ,そiC t)およびぬひ）はそれぞれ生産物価格，資本財価格および 

貨幣賃金率の/ 期における予想変化率である。ぶ( / ) およびはそれぞれおよびムの # 期に  

おける相対的変化率である。

上記の最適化の十分条件および期首のスに対する制約としての横断条件は以下のように*き表わ 

される。すなわち，

(21)  \~ン  G —で）© りe-r*さ0 : Q nnくQ

(22) H i 1^0 <=> ( l- r)Q //X O e- "*^0： Qu<0

(23) Hnv^O <=> Q „<0

(24) lime-*"*ム(りさ0 => l i m =0

(25) Urne~̂ X̂K<：0 ^0  ク lim 广 (りii：(り=0

(26) ◊  |im り=0

言うまでもなく，がおよびQ のサプスクリプトは当該変数による2 階の偏微係数を表わしている。

(24), (2 5 )および（2 6 )が成立するかどうかを確かめることは極めて困難である。しかし，も

し労働雇用者数，資本設備ストックおよび労働日数に関する限界超過収益/7i, Hk およびI l h に

ついてある特殊な条件を科すことができるならば，；Il, Xk および；U についての微分方程式（そ
(9)

れらは必要条件として求められるもの）の性質から解の収束値の存在は容易に確定できる。；li, X kお 

よび；U に関する微分方程式を解くと，つぎの3 つの方程式が求められる。すなわち，

(27) び-(r+,)(リリ

(28) =

(29) ；UX0=\ lUe-Tく'̂-

上の3 つの解は一般的な表示であるから，スの初期値ス( 0 )は，上式において/ = 0 とおくことに 

よって求められるであろう。

4. 必要条件の経済学的意味

すでに述べたように，整理された必要条件式は，（9 )〜（11), (15)〜(20), (27)〜（29) および 

生産関数を明示的に示した（2 )の合計13本である。この13本の同時連立非線型体系は，N, I, JJ,

注 〔9 ) すことえば，本間他（1984)の第1章第6節を参照せよ0
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L, K’ h, U K ,ん >li, ?lk, Xkおよび© の13個の変数のズ=0〜00の時間経路を決定するであ 

ろう。 ここでは，これらの各条件式が直接的にはどの変数を決定することになるか，という視点か 

らそれらの条件式の経済学的意味を檢討しておく。

すでに述べたように，生産関数（2 )は N、I , で，iiCおよびム* について1次同次関数であると 

仮定されている。したがって，（15)〜C17)の左辺はゼロ次同次である。これらの各式の右辺の値が 

それぞれ固定されたとしても，生産関数の1次同次関係にある任意の変数，たとえば資本設備スト 

ックの初期値Koが先に与えられないと要素需要を決定することができない。

(16)は設備投資を決定する方程式である。右辺の分子の第2項の（ ）内は設備投資の税引き後 

コストの割引き率であり1 より小の値となる。したがって，資本設備の潜在価格ん:ひ）が資本財価 

格を超過する程度を実質的に大きくするであろう。他の事情を不変とすると， が大きくなる 

はど設備投資の内部調整コストがより高くなるところまで設備投資を増加する。資本設備の潜在価 

格 ylicC/)には将来の予想価格が含まれていること，および計画期間の各期における設備投資がこの 

予想にもとづく ；U の時間経路に依存していることによって，設備投資I I要も動学的性質をもって 

いることが容易に分かるであろう。

(15)は新規雇用者数の決定式である。新規雇用もここでは内部調整コスト力*、雇用増加とともに適 

塌的であると仮定されているので，労働雇用者数の限界予想収益率；Uひ）が高いほどより多くの新 

親雇用をおこなうことが有利である。ここで，新規雇用を陽表的に導入していることは，後に労働 

曰数短縮減税や税制ツイストの問題を考えるための準備である。言うまでもなく，生産関数が新規 

雇用者数を含む諸変数について1次同次であると仮定されているのであるから，新規雇用に関する 

負の限界生産力Qiirはゼロ次同次であり，同じく iifoが与えられたときに，その大きさに対応す 

る新規雇用者数が決定されることになる。

(17)は労働日数短縮の最適値を求めるための方程式である。ム）が与えられると，この式の右辺 

の分子第2項は，労働日数を1 日短縮したときに得られる減税額だけ労働日数の潜在価格が高くな 

り，労働日数短縮の内部調整コストがそれだけ高いところまで労働日数を短縮することが有利であ 

ることを企業は知るであろう。以上の（15)〜(1 7 )で決定される新規雇用者数，設備投資および労 

働日数短縮数の値，あるいはそれらの値に対応する負の限界生産力としての実質内部調整コスト 

Qn, Qi およびQnの値がそれぞれ（18)〜(2 0 )の各式の左辺に代入されろと，これまでと同ま 

に期首資本設備ストック/iCoが与えられること，そしてさらに，ム）および/io が与えられること 

によって，各期の最適な労働雇用者数W ) ,資本設備ストックKCOおよび労働日数hCOの値 

が決定される。

(18)の左辺は，労働雇用者数の計画期間における正味の限界生産力の現在価値合計を表わしてい 

る。左辺第1項は単純化して，

企業税制と動学的要素需要
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と書き表わすことができよう。さらに左辺第2 項は新規雇用の限界内部調整コストを生産物の単位

で表わし，その値はマイナスであるから，左辺はさきに述べたように労働雇用者数の計画期間にお

ける正味の限界生産力の現在価値合計に等しい。この式の右辺は，その第1要素が労働雇用者1人

当りの実質賃金であり，もし { } 内のg がゼロであれぱ，（18)は通常の労働雇用に関する最適化
(10) ,

の必要条件に等しい。もし0 < g < lであり，かつ労働日数の短縮によってhCt)く0 であるならば,

(18)の右辺は通常の場合よりも小となり，その結果として労働雇用者数の最適値はg がゼロである

場合よりも大となるであろう。

(19)の左辺は，（18)の場合と同様に資本設備ストックの計画期間中における正味の限界生産力の

現在価値合計に等しい。これに対して右辺は，投資減税控除率/および設備除却の減税控除率が

ゼロであれば，通常の設備資本の実質用役価格に等しい。この点で，（19)式は通常の投資減税型の
(11)

必要条件式と同一である。

(20)の左辺は計画期間中の労働日数の限界生産力の現在価値合計である。右辺は，もしg がゼロ 

でかつ労働雇用者数の変化がなければ，労働日数の最適値に関する必要条件を表わしている。0 <  

g < iである場合には，労働日数の最適値はそうでない場合に比べて小さくなるであろう。

5. 企業税制と労働日数短縮の効果

前節で述ぺたように，この小論では企業税制が企業の最適化行動を修正する重要な要因として考

慮されている。設備投資減税については，これまでに発表されている研究においてかなりの程度に

その効果が明らかになっていると考えられるので，ここでは専ら資本設備と代替関係にある労働雇

用の側への企業税制の効果について考察する。言うまでもなく，労働と資本の代替が現実に生じて
(12)

いることはすでに数多くの実HE研究の結果からも明らかである。

しかし労働雇用者数と労働時間あるいは労働日数との代替については極めて僅かの研究しか見 
(13)

当らない。まして企業税制が労働雇用者数と労働時間あるいは労働日数との代替にどのような効果 

をもち得るかに関する研究は筆者の知るかぎり皆無である。以下では，労働雇用者数と労働日数と 

の代替を生じるような企業税制の可能性について述べることにしよう。

(17)によると，0 < f i i< lであると，ある任意の労働雇用者数のときに，労働日数の限界予想収益 

率ムは労働日数短縮1 日当りの限界減税額TguKOIXOだけ増加したのと同じ効果を生じる。し

「三田学会雑誌」79卷6号 （1987年2月）

注 （1 0 ) ただしこの場合にも通常は新規雇用の内部調整コストはゼロであると仮定されている,

( 1 1 )たとえば，本間他（1984)を見よ。

( 1 2 )たとえば，浜田（1967)を参照せよ。

(13) フェルドスタイン（1976) およびレズリー（1984) を見よ。
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雇用者数

図 1 労働雇用者数の調整
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たがって，労働日数短縮数り⑦（= - ん：/ ) )をより大きくしてより大きな内部調整コスト一(?,を払 

っても，その方が企業にとって有利な選択となるであろう。

このようにして労働日数を短縮したとしてその短縮率がぶ(り( = ' ^ K / ) / / ? a ) > o ) になったと 

しよう。G 8)の右辺のぶ0 ) にこの短縮率（マイナスの値である）が代入されると，右辺全体として 

の雇用者数に関する実質賃金（1人当り）は g = 0 である場合よりも小となるから，企業は左辺の 

正味の労働購界生産力の現在価値総額がより低くなるところまで労働雇用者数を増加させるであろ 

う。労働雇用者数が増加すると，そ の 相 対 的 増 加 率 (り/ Z X / ) )はプラスになる。 

これが(20)の右辺に入って，（17)と整合的な労働日数の最適値を決定する。以上のプロセスは(17),

(1 8 )および（2 0 )力'洞時に満足されるまでくり返えされるであろう。 そして，法人税率？■および 

労働日短控除率flfはいずれもプラスで1 より小であるから，このくり返しのプロセスは収束するで 

あろう。ここで，労働雇用者数と労働日数の代替関係は資本設備ストックとseparableであるこ 

とを強調しておこう。以上に述べたことを図示してみると，図 1 および2 のように表わされる。

図 1 には労働日数の短縮率k o が与えられたときの労働雇用者数の増加の大きさが示されてい 

る。（17)において，flf=0であれば，そのときには労働日数変化の誘因はないので変化はなく左辺 

もゼロ，したがってムもゼロである。0 < g f< lとなると，さきに述ぺたように，ぶ( / ) < 0 となり,

(18)が特別な意味をもつことになる。（18)の右辺をびの関数と見做してそれをC(flOで表わすとし 

よう。そうすると，

(30)

企業税制と動学的要素需要
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上式によって明らかなように，（30)は 0 < s r < lであるとき，つまり労働日数短縮減税控除率が設 

定されたときの雇用者1人当りの実質賃金率の低下率をまわしている。図 1 において，日垣減税が 

設定されない場合の労働雇用者数は1^*1,それに対応する実質賃金率は《;.みひ) /が: / ) であろ。日 

短減税制が設定されると，（18)の右辺力; (30)で与えられる割合だけ低下するから，雇用者1人当り 

の実質賃金率はh ,まで低下し，企業にとって最適な労働雇用者数はム* 2 に増加する。

この雇用者数の増加によるLCOの増加が（20)の右辺に入ると，（20)の右辺が ĝ〉0 によって 

増加する。（20)の右辺をg の関数と見做してで表わすと，

r三田学会雑誌」79卷6号 （1987年2月）

(31) 1 {ダひ)  一/ : (り一めひ) }  > 0

上式によって，労働日数短縮減税制度が設定されると，図2 のように，雇用者全員の1 日当りの実 

質賃金が(31)の右辺で示される率だけ補助金によって引上げられたような状況になる。ここに留意 

すぺきことは，この補助金はそれに見合う労働日数の短縮がおこなわれたときにのみ企業に与えら 

れるものであることである。因2 において，その結果として労働日数の正味の限界生産力の現在価

値合計がf l 'に達すろところまで労働日数を短縮することが企業にとって最も有利となる。この場 

合，企業が受取る減税額〔つまり補助金）は図2 の abh2*fh*という矩形の面積に等しい。

しかし企業は労働日数をh i*からみ2 *へと短縮するから，それによってbfi2*fh木d の面積に 

等しい実質収益を失い，それでもabdという斜線の面積に等しい正味の利益を得ることになる。 

g>Qであるかぎりこの正味の利益は存在するので，企業にとっての労働日数短縮の誘因は存在す 

ることになる。

くり返しのプロセスは，このようにして生じた労働日数の短縮が再び図1 のム ! * を変化させ，
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それがまた因2 のみ2 *を変化させるというようにして進行する。しかし，このプロセスは0<flr< 

0, 0 < T < 1である限り必ず収束することはさきに述べた。

6. 結 論 に か え て

この小論では，設備投資• 新規雇用者数•労働日数変化の内部調整コストが生じるときの企業の 

動学的最適化と，その経済学的意味について述べた。さらに，労働日数短縮減税制度を設定したと 

きの雇用者数と労働日数に与える効果を分析した。その結果，労働日数短縮減税は企業が労働雇用 

を増加させる一つの有効な誘因となることが明らかにされた。

この小論では，動学的最適値の安定条件の吟味が残されている。それは，ハミルトニアンがによ 

ってつぎのようにまわされる。すなわち，

(32) -Hl

(33)

(34) —Hh =

これら3 つの必要条件式はそれぞれ；l£, ；l i r および；1/1の動学的時間経路を与える。それらは（27),

(28)および(29)で与えられるけれども，（21)〜(26)に示した横断条件以外の分析は依然として残さ

れている。
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